
 

一般社団法人日本サステナブル建築協会（JSBC 会長：吉野博）は、国土交通省補助事業「スマ

ートウェルネス住宅等推進事業」において、住生活空間の断熱性向上が居住者の健康に与える影響

を検証する全国調査を平成 26 年度から実施してまいりました。 

 住宅断熱改修前におけるさまざまな住宅の温熱環境と居住者の血圧・諸症状・健診記録との関連

分析、断熱改修前後での住宅温熱環境と居住者の血圧・諸症状の短期的変化の分析結果、また、そ

れらから示唆される疾病予防につながる知見を中間成果として速報します。 

この調査結果を報告し、普及啓発を行うことにより、今後の健康・省エネ住宅の整備が推進され、国民の健

康確保と、国と地域の発展につながることを期待します。住宅に携わる方はもちろん、住宅 

 

主 催 ： 一般社団法人 日本サステナブル建築協会 

後 援 ： 一般財団法人 住宅・建築 SDGs 推進センター 

日 時 ： 202４年 2 月 20 日（火）13：30～17：00 

方 法 ： Zoom によるウェビナー方式  定 員 ：４00 名  参加費：無料（事前登録制） 

＜お申込みはこちら＞ https://www.jsbc.or.jp/seminar/index.html 

 
 

第 1 部 13:30-15:20 

1．住宅・健康の分野連携に資する医学的エビデンスと改修５年後追跡調査速報（90 分） 
スマートウェルネス住宅等推進調査委員会 幹事 兼 調査・解析小委員会 委員長／ 

慶應義塾大学 理工学部 教授         伊香賀俊治 氏 

同 調査・解析小委員会 幹事／北九州市立大学 国際環境工学部 准教授      安藤真太朗 氏 

同 調査・解析小委員会 委員／東京工業大学 環境・社会理工学院 助教      海塩  渉 氏 

同 調査・解析小委員会 委員／法政大学デザイン工学部 教授         川久保 俊 氏 

同 調査・解析小委員会 専門委員／住宅団体連合会推薦委員（積水ハウス）    伊藤 真紀 氏 

２．質疑応答（２０分）＜休憩 10 分＞ 

第 2 部 15:30-17:00  

１．挨拶（10 分）      国土交通省 住宅局 官房審議官              宿本 尚吾 氏 

スマートウェルネス住宅等推進調査委員会 委員長／ 

一般財団法人 住宅・建築 SDGs 推進センター 理事長      村上 周三 氏 

２．健康日本 21（第三次）における建築・住宅分野との連携（15 分） 

厚生労働省 健康・生活衛生局 健康課長           山本 英紀 氏 

３．住宅・健康の分野連携に資する医学的エビデンスと改修５年後追跡調査の概要（20 分） 

スマートウェルネス住宅等推進調査委員会 幹事 兼 調査・解析小委員会 委員長／ 

慶應義塾大学 理工学部 教授（前出）            伊香賀俊治 氏 

４．パネル討論「住宅・健康分野の連携に向けて」（40 分）(司会 伊香賀俊治 氏) 

国土交通省 住宅局 官房審議官（前出）           宿本 尚吾 氏 

スマートウェルネス住宅等推進調査委員会 委員長／（前出）    村上 周三 氏 

スマートウェルネス住宅等推進調査委員会 副委員長／ 

自治医科大学内科学講座循環器内科学部門 教授        苅尾 七臣 氏 

5．閉 会（5 分） 

  

住住宅宅のの断断熱熱化化とと居居住住者者のの健健康康へへのの影影響響にに関関すするる全全国国調調査査  

第第 88 回回報報告告会会  
～国土交通省スマートウェルネス住宅等推進事業調査に基づく、住宅・健康の分野連携の医学的エビデンス〜 

 一般社団法人 日本サステナブル建築協会は、国土交通省「スマートウェルネス住宅等推進事業」において、

住生活空間の断熱性向上が居住者の健康に与える影響を検証する全国調査を 2014 年度から担っています。

全国 2000 世帯・4000 人の測定を伴う調査の成果は、現時点までに医学論文 11 編、医学解説論文１編と

して刊行され、住宅の断熱化の医学的エビデンスとなっています。さらに、断熱改修５年後調査においても

興味深い成果が得られつつあります。世界保健機関 WHO は、2018 年 11 月に、Housing and Health 

Guidelines を公表し、住まいの冬季最低室温 18℃以上(小児・高齢者にはもっと暖かく）、新築・改修時の

断熱工事、夏季室内熱中症対策などを各国に勧告しました。その後、日本では「住生活基本計画」改正（2021

年 3 月閣議決定）、「住宅品質確保促進法」改正による断熱等級７までの創設（2022 年 3 月公布）、「建築

物省エネ法」改正による住宅新築時の省エネ基準適合義務化（2022 年 6 月公布）、住宅省エネ対策に対す

る補助金・税制優遇・融資の充実などの住宅政策に反映されました。さらに「健康日本 21（第三次）」（2023

年 5 月厚労省告示）に、建築・住宅等の分野における取組と積極的に連携することが必要と明記されました。 

住宅に携わる方はもちろん、住宅の温熱環境と健康にご興味をお持ちの方、断熱改修をご検討の方など、

多数の皆様のお越しをお待ち申し上げます。 

開 催 概 要 

プログラム（予告なく変更になる場合がございます） 


	～国土交通省スマートウェルネス住宅等推進事業調査に基づく、住宅・健康の分野連携の医学的エビデンス〜

